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はじめに
現代人は主体性を喪失し，個人主義イデオロギーの堅い殻の中に逃げ込
んだり押し込まれている。労働の現場では，非人間的な企業内官僚制のも
とでトップ・ダウン方式によって労働が指揮・管理・分断化され，労働者
としての個性が奪い取られ，均一化される。自由に全面的に発達すべき個
性は，社会的地位や仕事の内容やそこでの役割（分業）によって判定され
る。そして人々は，独占資本の意図的な広告と宣伝によって大衆消費を煽
られ，その社会的地位（役割）を消費する耐久消費財の「豊かさ」によっ
て顕示する。政治的には，国民は国家への忠実な納税者たることが要求さ
れ，政治への参加は一票の行使によってしか実現しない（間接的民主主
義）1）。
こうした現代人の直面する危機は，人間が働きかけ作りだし，そしてそ
れによって規制されている社会システムの各領域で発生している。人類と
生命を滅ぼしかねない環境破壊，次世代の成長力を枯渇しかねない資源浪
費，そして社会を統合すべき国家（金融寡頭制）の統治能力の弱化と，人
間そのものの規律や道徳や文化が弛緩し，凶悪犯罪やテロや戦争が多発し
ている2）。
本稿は，こうした21世紀初頭の世界が直面している主要な諸問題を社会
システム全体の中に位置づけながら，その根源を明らかにしていくための
試論である3）。
社会システムとシステム統合
1） James O’Connor, Accumulation Crisis, pp.13-21
2） 馬場宏二は，過剰富裕化の「合併症」として，環境汚染・資源浪費・人間疎外が引き起こさ
れ，人類そのものの危機と社会を統合する規律・道徳・文化の破壊が進展していると警告し
ている（同『富裕化と金融資本』ミネルバ書房，1986年，同『教育危機の経済学』お茶の
水書房，1988年，同『新資本主義論』名古屋大学出版会，1997年）。
3）本稿は現状の分析に限定するが，あるべき未来社会における社会システムの構想については，
拙著『社会科学入門—社会システムとアソシエーション』桜井書店，2010年，の第3部を読
んでいただきたい。
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第１節　社会システム―生産力と生産関係とイデオロギー
社会システム全体を眺望すれば表１のようになる4）。生産力とは本来的
に人間の主体的実践の過程であるから，生産（本源的生産）に限定せずに，
表１　社会システム
（本源的生産の領域） （人間的生産・再生産の領域） （社会の創造の領域）
↓ ↓ ↓
自然
生態系 土から生まれ土に還る 歴史的・文化的風土
（リサイクル） 民族
労働過程
自然と人間の物質代謝 家事・育児労働 社会原則
質料変換 コミュニティ
地方自治
（イデオロギー） （イデオロギー） (イデオロギー)
労働疎外感（器官化・機 自己保存の欲求（自己愛） 社会意識の誕生
械への従属化・非人間化） 生身の人間の欲求 文化・芸術・思想
愛と奉仕 ・科学観
愛と憎悪と殺戮
労働関係
協業と分業 家族 分業と協業としての社会
管理—非管理 個体の生産と再生産 市民社会の原理
産業官僚制 医療・コミュニティ 国民と政治・教育
・宗教・軍事制度
社会への参加と逃避
（イデオロギー） （イデオロギー） （イデオロギー）
人格的依存関係（支配・従属） 人間主義（啓蒙主義） 市民社会のイデオロギー
官僚制イデオロギー 市民社会の権利と義務 利害認識
労働関係の利害 批判意識
自由・平等・博愛意識
生産関係
労働力の商品化 疎外された人間 資本制市民社会
搾取（階級） 搾取と被搾取 国家の二重性
価値増殖過程 差別と被差別 市民の二重性
（剰余価値生産） 支配と従属 教育の労働力養成機関
資本による自然破壊 労働力商品の再生産
（イデオロギー） （イデオロギー） （イデオロギー）
物象化・物神性・物神崇拝 宗教 物象化と虚偽意識
物象化されない世界
4）同上書の補論２の表を若干修正し，アソシエーション社会を削除し資本主義社会に限定した。
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人間の生産と再生産（生活）と社会の創造にまで拡大している（横の糸・
生産力視点）。縦の糸は自然・労働（過程）・労働関係・生産関係を表現し
ている（生産関係視点）。マルクス自身は土台（経済的構造）を生産関係の
総体と規定しており，自然はその外に存在するとの理解も成り立つかもし
れないが，経済活動は「自然と人間との物質代謝過程」抜きには考えられ
ない。今日の環境危機は資本主義そのものが生みだしたのであり，自然抜
きの人間活動は考えられないので，土台の中に自然を入れて表現した。ま
た上部に属する生活や社会を生産力の次元に入れて表現している。イデオ
ロギーの世界は網かけで表現している。横糸と縦糸の織りなす各領域の主
要な課題が挿入されている。現代社会と未来社会の諸問題を考察する際に
参考となるであろう。各領域固有の課題については拙著『社会科学入門』
を参照していただきたい。本節では，「社会システム統合の危機」との関連
において全体的に社会システムを説明しておこう。
第１項　自然と生産・生活・社会
自然は，本源的生産の領域では「富の母なる大地」であり「人間と自然
との物質代謝」の舞台である。資本にとっては「生産条件」となる。この
自然を急激な工業化によって資本主義社会は破壊し続けてきた（環境破
壊）。また，人間の生産・再生産（生活過程）において，人間はまずもって
自然界の一員であり，人間自身が自然力であることを忘れてはならない。
エコロジストの一部に，マルクスやエンゲルスは自然を完全に支配できる
ように生産力を高めていけばよいとする生産力至上主義者であるとする批
判があるが，彼らが主張したのは自然の合理的・科学的制御にもとずく「自
然との共生」である。社会と自然は一見すると無関係のように見えるが，
自然に規制される風土を考えてみればわかるように，そこでの共同した長
年にわたる生活の中から生活様式・経済様式・文化や風俗・言語が形成さ
れるのであり，今日の「民族」問題を正しく解決するためにも自然と社会
は切り離すべきではない。さらに，社会のあり方によって自然の利用のあ
社会システムとシステム統合
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り方が異なってくることを忘れるべきではない。資本主義社会以前の自然
と人間のかかわり方と，資本主義になってからのかかわり方は180度転換
してしまった。資本の価値増殖運動によって景観やアメニティを含めた環
境は激変してきたのであり，環境問題はすぐれて社会問題であり政治問題
でもあることを銘記すべきであろう。現代の「システム統合の危機」との
関連でいえば，本源的生産の領域では自然破壊による生産条件の悪化（資
本の自己否定傾向），生活の領域では公害・汚染・地球温暖化による直接的
な生命活動の危機であり，社会の領域ではさまざまな都市環境の破壊であ
る（過密化と過疎化の弊害）。これらについては第２節でさらに考察しよ
う。
第２項　現代的貧困と古典的貧困
イギリスのBBCの国際世論調査によれば，「世界で最も深刻な問題」の第
１位は「グローバルな格差・貧困」，第２位は「環境・汚染」であった。前
項で述べたように，環境破壊は社会システム全体によって引き起こされて
いるし，社会システム全体に深刻な影響を及ぼしている。また本源的生産
の領域全体は資本の価値増殖運動に支配されているから，貧困・搾取・労
働疎外という古典的な貧困を再生産してきたばかりでなく，資本主義社会
自体が環境を破壊してきた。世界の人々が最も深刻な問題と考えている環
境破壊（現代的貧困）と格差・貧困（古典的貧困）はともに資本蓄積過程
が生みだしている盾の両面であり，現代的にいえばグローバルな資本蓄積
過程が具体的に生みだしているものとしなければならない。しかも環境破
壊は南の貧困層に集中しているからこそ，政治経済学は環境問題に取り組
む必要性がある。
第３項　資本主義社会（金融寡頭制）と市民社会
表１の縦の糸としての生産関係視点（自然・労働過程・労働関係・生産
関係）の各領域間にも当然，統一関係と対立関係がある。市民社会と資本
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主義社会の対立と統一は，社会の領域の労働関係と生産関係の関連となる。
戦後の日本社会でいえば，資本主義社会としての政・官・財の複合体と日
本国憲法が理念とする市民社会との対立と統一と理解してもよいだろう。
一般的にいえば，資本主義社会とは資本のイニシャティブによって包摂さ
れ編成された市民社会であるといってもよい。資本主義経済は，生産者と
生産手段が強制的に分離させられ，労働力と土地という自然が商品化され
ている経済である。しかし，もともと労働力は生身の人間の働く能力であ
り，自然は万人が平等に享受すべきコモンズ（公共財）にほかならない。
「自由・平等・連帯」を理想とする市民社会（市民革命）と搾取社会として
の資本主義社会とは本質的に相いれない原理から成り立っている。しかし
資本主義社会といえども社会原則を充足しなければ社会システムとして存
続することはできない。したがって，市民社会を否定したり，市民社会の
原理を保証している日本国憲法を無視することはできない。否定するよう
な資本主義形態であれば（たとえばファシズム），それは資本主義社会自体
の自己否定にほかならない。しかし資本主義的に編成された市民社会では，
国民は「資本＝賃労働」という階級関係と市民社会の構成員としての平等
関係との間で絶えず「二重人格性」を強制されているといえる。この両者
の力関係は，公害や環境問題の解決を左右するし，資本主義を越える社会
を作っていくことができるか否かにとっても重要なテーマでもある。
第４項　イデオロギーの世界（精神，道徳・規律・文化）
精神・文化・科学活動は，上部の世界として孤立しているのではない。
表１にも明示されているように，イデオロギーの世界としてのこれらの活
動は各領域に固有に「埋め込まれ」ている。それぞれの領域が人間の活動
である以上，それぞれにイデオロギーがインプットされている。イデオロ
ギー抜きに経済構造だけが一義的に上部構造を規定するとしてしまうなら
ば，経済決定主義に陥ってしまうだろう。もともと精神・文化・科学活動
は人間の主体的生産活動としなければならない。現代の先進資本主義国で
社会システムとシステム統合
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は，一応の「物質的豊かさ」は保障されてはいるが，欲望も疎外されイカ
ガワシイ消費を強制もされ，真の進歩が達成されているとはいえないし，
精神的には貧困化している。本源的生産においては科学・技術開発労働や
情報処理労働がますます重要になっていくだろうし，自由時間の増大とと
もに労働や生活の芸術化がますます求められていくだろう。こうしたイデ
オロギーの世界が「腐朽」し，道徳・規律・文化という社会を統合する力
が弱まってくることは，社会システムとしての資本主義の致命的な欠陥と
なるであろう。
第５項　人間（主体）の疎外と克服の道
冒頭に述べたように，現代人は主体性を喪失している。あるいは奪われ
ている。表１からピック・アップしてみよう。本源的生産の領域において
は，生態系という万民が共有し享受すべき「自然の恵み」が私的・資本制
的に所有され，人間が自然から疎外されており，労働過程においては労働
の器官化や機械への従属による労働疎外観，労働関係における管理—被管
理や「ピラミッド型の産業官僚制」の支配，生産関係における物象化・物
神性・物神崇拝である。こうした疎外は生活の面では，現実の社会関係の
正しい認識を妨げて宗教に支配されるようになる。社会生活の面では，社
会からの逃避と個人主義イデオロギーの支配となり，市民社会と資本主義
社会との二重規定による「二重人格性」であり，物神性によるさまざまな
「虚偽意識」に支配されている。こうした主体性の喪失はシステマティック
に現代人に作用している。しかし人間は，いつまでもこの主体性喪失状態
に屈服しているのではない。人々はエコロジー運動やフェミニズム運動や
反グローバリズムに取り組んでいる。本稿では克服のための理論・政策・
実践については扱わないが，決してペシミックになる必要はない。
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第２節　システム統合の危機
本節で取り上げるシステム統合の危機は表２のようになる。
第１項　自然・人間・環境の破壊
広義の環境破壊は，（1）産業災害，（2）都市災害，（3）権力災害，に分
類される。（1）は産業公害（水俣病，四日市ぜんそくなど）・労働災害（職
業病）・薬害（エイズ，スモン病，食品公害など）・産業事故（ガス爆発，
油流出など）である。（2）は都市公害（自動車排気ガス，その他の複合汚
染）・交通事故・地下街事故などである。（3）は基地公害・公共事業公害・
戦災（原爆病など）となる5）。以下，自然・人間・環境の破壊として考察
していこう。
＜１＞ 自然の合理的制御の失敗（自然破壊）
アメリカのオークランド市にあるシンク・タンクRedefining Progressグ
社会システムとシステム統合
表２　システム統合の危機
（本源的生産の領域） （人間的生産・再生産の領域） （社会の創造の領域）
↓ ↓ ↓
自然
自然破壊 人間破壊 環境破壊
システム統合の危機
長期停滞とバブル循環 人間疎外 金融寡頭制と市民社会
労働疎外と貧困 との対立
イデオロギー危機
社会統合の危機
教育危機
規律・道徳・文化の危機
5） 宮本憲一『環境経済学（新版）』岩波書店，2007年，128頁。
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ループは，「真の進歩指標」（Genuine Progress Indicators）を計測しようと
して，基礎的進歩指標・追加すべき労働・退歩指標として控除すべき費用
を計算している6）。そこで計上されている自然破壊の事例は，水汚染・大
気汚染・騒音・湿地喪失・農地喪失・原生林喪失と山林道路開発による損
失・再生不能エネルギー資源の損耗・CO2 排出による損失・オゾン層破壊
による損失，である。これらは自然破壊による社会的損失とみなせるが，
貨幣換算すると再生不能エネルギー資源の損耗とCO2 排出による損失が最
大で，それぞれ１兆7613億ドル，１兆1828億ドルとなる。本稿では，Monthly 
Review 誌に掲載された大気と水と海洋の汚染問題を紹介しておきたい。
（１）PPM濃度と許容成長率（グリーン革命の問題点）　
地球温暖化問題であるが，Minqi Liは，PPM濃度を445〜490の範囲にと
どめるための許容最大成長率をシュミレートしている。地球温暖化の限度
は，産業革命以前と比較して約２℃の上昇と考えられるが，仮に６℃上昇
すれば，海面は25メートル上昇し，90%の生物は絶滅し，80%の人口減少
が予想される，という7）。CO2排出量＝生産量×生産量１単位当たりのエネ
ルギー消費×エネルギー消費量１単位当たりの排出量，である。1973年以
来エネルギー消費量は年２%で増加してきたから，他の条件が不変でこの
率で増加していくとすれば，2050年には120%もエネルギー消費量は増えて
しまう。世界の発電中に占める化石燃料による発電量は約４分の３にもな
るが，CO2削減の方法としての（1）地下への埋蔵はコスト上昇と効率低下
を招き，（2）原子力発電への転換は核汚染の危険性があり，（3）ソーラ ・ー
エネルギーへの転換はコストが高くなる，という障害がある8）。化石燃料
の消費割合は，運輸40%，工業24%，農業・サービス・住居23%，化学工
6）拙著『エコロジカル・マルクス経済学』桜井書店，2010年，の補論1で紹介されている。
7）Minqi Li, “Climate Change, Limits to Growth, and the Imperative for Socialism”, Monthly 
Review, July-August 2008, pp.51−52.
8）ibid.,54
165
業13%，であるが，2000年以降，世界のCO2排出量は年３%増加してきたか
ら，現在の排出濃度とエネルギー消費量を不変とすれば，2010年の世界の
排出量は34%に増加するから，2010年の排出量の63―89%減少させなけれ
ば，445〜490ppmに維持できない9）。
そしてMinqi Liは，2010年から2050年間に490ppmと445ppmを維持する
ための排出濃度の低下・エネルギー消費の低下・成長率を試算している。
過去1973−2005年間の排出濃度の低下は0.3%，エネルギー消費の低下は
0.9%，経済成長率は3.0%であった。表３は，490ppmに維持するための排
出濃度の低下とエネルギー消費の低下と最大限許容できる成長率の組み合
わせを示している。490ppmは，産業革命以前からの温度上昇を2.4 ℃に維
持するIPCCの水準である。シナリオ１は，排出濃度の低下が1.0%，エネル
ギー消費量の低下が1.0%ならば，最大限成長率はマイナス0.4%でなければ
ならないことを示している。2.3%の成長が許容できるためには，シナリオ
９のように，排出濃度は2.7%でエネルギー消費量は2.0%で低下していかな
社会システムとシステム統合
9） ibid.,56
表３　2010-50年間の大気中のCO2濃度を490ppmで安定化させるための許容成長率
排出濃度の低下 エネルギー消費の低下 許容最大成長率
歴史的データ
（1973-2005年） 0.3% 0.9% 3.0%
シナリオ　１ 1.0% 1.0% −0.4%
シナリオ　２ 1.0% 1.5％ 0.1%
シナリオ　３ 1.0% 2.0% 0.6%
シナリオ　４ 1.7% 1.0% 0.3%
シナリオ　５ 1.7% 1.5% 0.8%
シナリオ　６ 1.7% 2.0% 1.3%
シナリオ　７ 2.7% 1.0% 1.3%
シナリオ　８ 2.7% 1.5% 1.8%
シナリオ　９ 2.7% 2.0% 2.3%
〈出所〉　Minqi Li,“Climate Change, Limits to Growth and the Imperative for Socialism”, Monthly 
Review, July-August,p.58.
〈原資料〉　World Bank, W orld Development Indicators Online, 2008.
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ければならない。表４は，温度上昇を2.0℃に抑えるための445ppmを達成
するための組み合わせを示している。シナリオ１は表３のシナリオと同じ
条件であるが，成長率はマイナス3.4%に低下しなければならない。シナリ
オ９の場合でもマイナス成長にならなければならない。
こうしたシナリオはあくまでも推定値であるが，画期的に排出濃度やエ
ネルギー消費量を低下させるようなイノベーションが起こらなければ，過
去の3.0%の成長を続けていったならば，地球温暖化は一段と進んでしま
い，人類に大打撃を与えることは容易に予想できるだろう。最近，排出量
規制の甘い中国が世界でトップの排出をするようになったことにも注意し
なければならない。最後にMinqi Liは，主流派環境運動は，行政改革と国
際的共同で解決するというが，彼らは中間階級の上層部に属することを指
摘し，地球温暖化阻止のためには世界経済のインフラの転形が必要であり，
そのためには市場に代わって社会主義に転換しなければならない，と結論
している10）。
表４　2010-50年間の大気中のCO2濃度を445ppmで安定化させるための許容成長率
排出濃度の低下 エネルギー消費の低下 許容最大成長率
歴史的データ
（1973-2005年） 0.3% 0.9% 3.0%
シナリオ　１ 1.0% 1.0% −3.4%
シナリオ　２ 1.0% 1.5％ −2.9%
シナリオ　３ 1.0% 2.0% −2.4%
シナリオ　４ 1.7% 1.0% −2.7%
シナリオ　５ 1.7% 1.5% −2.2%
シナリオ　６ 1.7% 2.0% −1.7%
シナリオ　７ 2.7% 1.0% −1.7%
シナリオ　８ 2.7% 1.5% −1.2%
シナリオ　９ 2.7% 2.0% −0.7%
〈出　所〉　Minqi Li,“Climate Change, Limits to Growth and the Imperative for Socialism”, Monthly 
Review, July-August, p.59.
〈原資料〉　World Bank, World Development Indicators Online, 2008.
10）ibid.,60-65.
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（２）水の危機（ブルー革命の問題点）
今日世界の資源戦争は激化しており，まるでレーニン時代の植民地再分
割を求めての原料獲得競争の再現のような呈を帯びてきた。人間の生命活
動の根源である水資源についてもしかりである。Maude Barlowは三つの水
危機として，新鮮な水の供給の減少，水へのアクセスの不平等性，水の企
業管理を挙げている。このままでは，国家間，富者と貧者，公共の利益と
私的利益，都市と地方，自然界と工業化した人間，との間で新鮮な水をめ
ぐる深刻な潜在的戦争に向かって突き進んでしまうことを警告している11）。
水資源を確保するためには，水サイクル（watershed）を回復することが
必要であり，雨水の吸収，地下水の再補給，水質汚染の防止が必要であり，
地域（コミュニティ）の生活を維持するための発展計画が必要である12）。
グローバリゼーションの中で発展途上国は国際的な債務を返済するために
人間と資源を破壊しているが，水資源の不平等を最も痛感している人々は
女性と現地住民にほかならない13）。現代では水資源の利用上の民主主義が
求められ，水資源の権利宣言も出されているように，水は万民共用の共有
物である。したがって，水は民営化すべきでなく市民の監視のもとに公共
管理しなければならない14）。
リオ地球サミットでは水権利が承認され，国連を中心として人権問題と
して運動が進められてきたが，水企業そのものはもちろん反対するし，国
際ミドリ十字社は親企業的である。世界水会議も開かれたが，強制事項と
国際機関が欠如している15）。水問題は市場原理では解決できないから，国
連報告への支持が拡大し，草の根の水運動が発展途上国で高揚してきたし，
ウルグァイでは市民運動が水権利を憲法に明記させた。そしてこれからの
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11）Maude Barlow, “Blue Covenant : The Altenative Water Future”, Monthly Review, July-
August 2008, p.125.
12）ibid.,pp.126−128. 
13）ibid.,pp.128−129.
14）ibid.,,pp.132−134.
15）ibid.,pp.135−138.
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水運動は，水の権利とともに水の配分権の双方を目標としなければならな
いだろう16）。
（３） 海洋エコロジーの破壊
海は生命の源泉であるにもかかわらず，農業での有機汚染を運ぶ雨水，
漁業の乱獲，CO2の増加によって海洋エコシステムが破壊されてきた
17）。
その最大の原因は資本の原理に基づく漁業の商品経済化にある。漁業の商
品化は捕獲魚と雑魚の乱獲を引き起こし，漁法の技術革新やオートメ化に
よって漁業資源は減少したから，ますます遠洋漁業化しそして化石燃料の
消費を増加させた。また，沿海資源の減少は深海魚を求めさせ，その減少
を引き起こしている。海洋生物は複雑に相互依存しているから，乱獲と魚
類の廃棄物は海洋環境を悪化させている18）。捕獲量が１億トンになると海
洋エコロジーが破壊されてくると計算されているが，雑魚の放棄によって
生態系は崩れるし，乱獲によって絶滅した種も存在する。このようにして
海洋生物の複雑な連鎖が破壊されることによって，食糧連鎖も低下してき
た19）。
こうした漁業資源の減少に直面して「青い革命」が唱えられ，水生動物
の養殖（aquaculture）が盛んになった。しかし「青い革命」は食糧の安全
保障をもたらさない。養殖は魚のライフ・サイクルを短縮させるし，魚粉
や魚油の消費を増加させるし，抗生物質を使用するし，養殖場自身が廃棄
物を出すから，海洋生物の減少とエコシステムの悪化をもたらした。この
ように，「青い革命」では漁業資源の減少と海洋エコロジーの破壊を解決す
ることはできない20）。すでに世界の漁場の405が酸素が不足する「海の墓
16）ibid.,pp.139−141. 
17）Brett Clark and Rebecca Clausen, “The Oceanic Crisis”, Monthly Review, July-August 
2008,p.91.
18）ibid.,pp.94−99.
19）ibid.,pp.100−101.
20）ibid.,pp.104−106.
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場」となっているが，それらはアメリカ東海岸・西ヨーロッパのバルト海
や北海・東シナ海などの高度に資本主義化した人口密度の高い所に集中し
ている。
＜２＞ 人間破壊
＜１＞で考察した自然破壊はすべて人間生活に深刻に影響する。すなわ
ち，地球温暖化によって海水が上昇すれば生活圏が水没し，仮に６℃上昇
すれば，海面は25メートル上昇し，90%の生物は絶滅し，80%の人口が減
少すると推定されている。また，世界的に原発開発に拍車がかかっている
が，原発事故による核汚染と核廃棄物の処理問題は依然として人間生活の
脅威となっている。水資源の不足はコミュニティ全体の生活基盤（共同消
費）を破壊するし，地下水の汲上げによって解決しようとすれば地盤を低
下させ，海抜ゼロ・メートル地帯を作りだしてしまう。あるいは下流のイ
スラエルでの地下水の汲上げはアラブの水の塩分化を引き起こしている。
海洋システムの破壊は，海洋の食糧連鎖を低下させて直接に食材を減らし
生活を圧迫するし，程度の違いはあれ海洋汚染は食材に有害な物質が含ま
れる。養殖場では抗生物質が使用されるから，それがまた食材に混入して
くる。さらに「海の墓場」は人口過密な資本主義国に集中しているから，
そこでの水生物の減少の影響はそれだけ深刻になるだろう。
有害物質が川や海に垂れ流されれば，魚は汚染され，食品公害を引き起
こす。都市生活によって健康な郊外生活の場が不足するようになれば，人
間の自然治癒力が低下し薬（医療）に過度に依存するようになるが，それ
はまた薬害や医療過誤問題を引き起こす。
現代は計画性のない経済成長が追い求められるから，環境という優れて
長期の時間スパンで検討されなければならない問題が放置されがちであ
る。その端的な事例が都市の過密化と地方の過疎化である。資源と労働力
の過度な集積・集中は「集積・集中の負の効果」を発揮する。それがさま
ざまな都市公害をもたらしている。すなわち都市に自動車が集中するから
社会システムとシステム統合
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CO2を集中的に排出するし，複合汚染によって健康を破壊する。渋滞を引
き起こし交通事故と騒音被害を生みだす。土地が不足するから地価が上昇
し，経済活動が地下に拡がるからさまざまな地下街事故が発生する。また
過疎地帯では，農業・漁業・林業という生命にとって根源的な生産を担う
べき若者が少なくなり，高齢者の生産と生活を圧迫する。世界的にも，現
地の生産者たちはアグリ・ビジネスによって限界地に追いやられている。
また，家庭や地域での生活は労働力の再生産を担っているが，次世代の
労働力の養成と成長をも担っている。水や空気の汚染は次世代に大きな負
担となる。世代間の問題として，再生不可能エネルギーの損耗があるが，
石油に代替するエネルギーとしてバイオ燃料が提唱されている。しかしバ
イオ燃料は，ガソリンに10%混合されるだけであり，そのエネルギー比重
は低いうえに，得られるエネルギー以上のエネルギー投入が必要とされる
21）。それにもかかわらず，ADMと政府が癒着し，アメリカ政府は補助金政
策を実施し，トウモロコシ40％を消費するだけの生産能力が建設されてき
た22）。しかしバイオ燃料は，食糧危機を生みだし新たな貧困を作りだすし，
水不足や汚染と土壌侵食をもたらすし，大気を汚染し大量の水を消費し汚
染する23）。このようにバイオ燃料は新たな大気・水汚染を引き起こし，食
糧危機を深めてしまう。
湿地喪失・農地喪失・原生林喪失は直接的には生物の多様性を減少させ
る。しかも，一度工業用・都市用に転換してしまえば，その喪失効果（損
失）は累積化する。名古屋市で開かれた国際会議では，生物多様性の喪失
による経済的損失額は４兆５千億ドルになると報じている24）。Redefining 
Progress社の推定したアメリカ合衆国における2004年の損失額は，湿地喪
失の損失が533億ドル，農地喪失の損失2639億ドル，原生林の喪失が3989
21）Fred Magdoff, “The Political Economy and Ecology of Biofuels”, Monthly Review, July-August 
2008, pp.37-39.
22）ibid.,pp.39−42. 
23）ibid.,pp.42−43.
24）『日本経済新聞』2010年８月30日朝刊
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億ドル，合計して7161億ドルとなる25）。農地の喪失は，生物多様性の損失
だけでなく，食糧供給の減少，景観的・美的・歴史的価値の喪失，洪水・
水質悪化をもたらす。原生林の喪失は，洪水を防ぎ空気と水を浄化する環
境保全機能を低下させ，非木材用の生産物や景観的・レクレーション的・
健康的価値にも損失を与える。
しかも資本主義社会では土地という自然条件が私的に所有され，擬制的
な商品となっている。大都市化によって地価は上昇し投機の対象となって
しまっているから，都市生活者にとっての住居費用を上昇させてしまう。
それを避けようとして郊外に住宅を建てれば，通勤時間が長くなるし，車
で通勤すれば，先に指摘したように空気を汚染し，交通渋滞や自動車事故
を多発させてしまう。
＜３＞ 社会環境の破壊
社会も，自然そして社会環境自身を破壊している。まず国家や民族間の
戦争である。尊い人間の生命を直接的（戦闘員の場合）・間接的（非戦闘員
の場合）に殺戮するばかりか，環境破壊の最たるものである。全面的な核
戦争が起こったならば確実に人類は滅亡するだろう。こうした全人類滅亡
の危機に人類は立たされていることを直視しないような政治家や科学者は
失格である。直接に軍事力が行使され戦争にならなくとも，軍事支出その
ものが資源と労働力の浪費であり，ヘゲモニー国家たるアメリカ合衆国は
いまだに全世界に軍事基地を張り巡らせているが，沖縄の軍事基地に典型
的にみられるように，軍事基地という社会制度（軍事制度）も基地公害と
いう環境破壊を引き起こしている。さらに原爆症に象徴されるような戦争
の後遺症ともいうべきさまざまな戦災も，社会制度が生みだした環境破壊
であることを忘れてはならない。
戦争は国家によって遂行されるから，国家自体が環境を破壊しているこ
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25）拙著『エコロジカル・マルクス経済学』199-201頁。
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とになる。さらに，国家は公共事業を進めるが，それが必ずしも地域住民
の福祉の向上にならないばかりか，かえって公害を発生させてしまう事例
はたくさんある。大型ダム建設は広範囲のコミュニティを強制的に代替地
（限界地）に移動させるし，ダムに貯水される水は地下の地盤を変化させ地
震の原因となることを警告する専門家もいる。さらに大型ダムは下流地域
の水不足も引き起こすから，国際的紛争の原因にもなってくるであろう。
また中央政府と地方自治体が大々的に進めた産業基盤の整理と工場誘致
は，四日市喘息のような公害を太平洋沿岸ベルト地帯を中心として全国的
に拡散させてしまった。また，市場主義の旗のもとで公共的に管理されて
いた環境が民営化されてきたが，それによって環境破壊が緩和されたので
はなくして，｢利潤原理｣ 基準を満たすために環境規制が緩められ，環境破
壊が進んでしまった。環境という「公共財」は人類全体の「共有財」であ
り，それは個々人や企業が私的に所有すべきではなく，公共機関にその管
理や運用を信託してきたのである。環境管理の民営化は逆行した動きであ
る。
＜２＞でみしたように，都市化(過密化)は ｢集積・集中の負の効果｣ に
よって都市生活者の生活環境を破壊しているし，地方の過疎化は ｢脱集積・
集中効果｣ によって地方・農村生活を破壊していた。マルクスは19世紀に
おいてすでに，農業における土壌の悪化と都市における労働力の破壊を告
発していたが26），都市と農村との対立し，それぞれにおいて生活環境が破
壊されてきたといえる。地方自治の重要性が最近叫ばれるようになったが，
環境保全と地域住民の福祉を第一義とした国土の計画的利用を考えていか
なければならない。
26）カール・マルクス『資本論』第１巻第13章第10節（新日本出版社版，第３分冊，867-869
頁。）
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第２項　グローバル資本蓄積の帰結27）
＜１＞　資本蓄積の二つの矛盾（恐慌と環境破壊）　
前項で考察した環境破壊は資本蓄積がもたらしたものにほかならない。
資の本性は無限の価値増殖運動（「蓄積せよ，蓄積せよ，これがモーゼであ
り，予言者たちである」）にあるから，一方では環境を破壊しても個別資本
にとっての「外部費用」化させ，個別資本は費用を負担しないが，他方で
は資本蓄積を加速化させ「資本主義に内在する諸矛盾」を激化させ，恐慌
を爆発させる28）。前者は逆に資本の生産条件（搾取の条件）を悪化させ，
後者は資本の過剰蓄積を引き起こし過剰資本が破壊される。資本主義はこ
うして二つの面で「自己否定」傾向を生みだす。ジェームズ・オコーナー
もこうした傾向を資本蓄積の矛盾としてとらえなおし，そこから生みださ
れる恐慌や不均等発展や複合発展との関連において環境危機を具体的に考
察している。資本蓄積の両過程（表裏関係）として，環境破壊と過剰生産
（過剰蓄積）を同じ土俵で把握しようとする視角は正しい。資本蓄積の矛盾
によって恐慌が勃発するが（恐慌を内在したシステム），この恐慌によって
蓄積の諸条件（生産力・生産関係・生産条件）が「再建」され，蓄積があ
らたに進展していく。この再建過程において労働力と環境は破壊されてい
く。すなわち，恐慌は競争を激化させ効率向上と費用カットを強制するか
ら，労働者への経済的暴力と肉体的搾取を強化するが，同時に費用を外部
化し環境を悪化させる。また恐慌は技術の近代化を強制するから，あらた
に環境を悪化させる。恐慌は資本の回転時間の短縮をも強制するから，資
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27）この第２項は，経済理論学会第58回全国大会（2010年10月23・24日，於いて関西大学）の
共通論題「社会経済システムの変革と政治経済学の課題」で報告した内容の一部を拡充した
ものである。
28）筆者は好況期にさまざまな不均衡（労働力需要＞労働力供給，労働力需要＞生活手段の供給，
労働力需要＜生活手段の供給，労働手段の供給＞労働対象の供給＞）が累積化することによ
って，暴力的均衡運動としての恐慌が必然化すると考えている。詳しくは，拙著『景気循環
論』（青木書店，1984年），拙著『現代の景気循環論』（桜井書店，2006年），参照されたし。
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本は，労働者の健康，売る商品の環境と健康への影響，都市環境やインフ
ラの持続性について異常なまでに無関心となる。価値増殖運動は回復して
いくが，一度破壊された環境は長期的につづいていく。景気循環が繰り返
されることによって，環境破壊は累積化していくことになる。
しかしこうした循環的蓄積の繰り返しの過程によって，マルクスが論定
したような資本蓄積の長期的・一般的矛盾（法則）が形成されてくる。循
環と長期的発展傾向は結びつけて考察すべきであり，循環が繰り返される
過程は蓄積条件（構造）を変化させていくし，資本の集積・集中運動は環
境破壊と密接に関係している。この資本蓄積の長期的傾向は恐慌と異なっ
た環境危機を生みだす。資本は最大限に自己増殖することを至上命令とす
るが，自然は自然法則（バランスとサイクル）に基づいて自然そのものを
組織する。ここに環境破壊の元凶がある29）。ところが強欲な資本は，恐慌
によってのみエコロジカルな制限を「自覚」する。「自然の生産性」は自己
制限的であるから，資本にとっては「克服すべき障害」となるが，この制
限を緩和しよとする結果はさらなるエコ・システムの破壊となる30）。
＜２＞　グローバル資本蓄積と21世紀型恐慌・貧困・環境破壊　
＜１＞ においては資本蓄積過程の二つの矛盾を一般的に考察したが，こ
こでは戦後の世界的な蓄積過程（グローバル資本蓄積）として具体的に考
察しよう。
（１）21世紀型恐慌
戦後の資本主義（国家独占資本主義）は，国内では「不換銀行券制度」
をテコとした景気調整政策，世界経済での「限定的金・ドル交換」制のも
とで高度成長を達成した。しかし国内的には，有効需要政策はイフレーシ
29）Paul.M.Sweezy,“Capitalism and the Environment”, Monthly  Review, June 1989, pp.7-9.
30）James O’Connor, Natural Causes:Essays in Ecological Marxism,The Guilford Press, 1998., 
pp.181-182.
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ョンと恐慌の回復作用の機能不全化をもたらし，過剰資本の整理を先送り
する体質を生みだした。国外的にはアメリカの累積する国際収支赤字によ
って「金・ドル交換の停止」に追い込まれた。こうした内外の不均衡の調
整に失敗し，収益性危機を生みだし，1970年代にスタグフレーションと旧
IMF体制の崩壊に陥った。これは戦後のブレトン・ウッズ体制（IMF=GATT
体制）崩壊の象徴的出来事であった。ケインズ主義にかわって新自由主義
が登場し，インフレは1980年代初頭に沈静化したが，実体経済は低成長（過
剰生産）であるのに「金・ドル交換停止」によって世界的な過剰流動性に
拍車がかかったから，投資機会を失った貨幣資本は株や土地や債券などの
資産に向かい，世界的なバブルが発生した。1980年代からバブルの発生と
崩壊が繰り返されるとともに（バブル循環），多国籍企業は低賃金と公害負
担費用の削減を求めてグローバル蓄積に本格的に乗り出していった。グロ
ーバル化は，先進資本主義国の「産業の空洞化」と失業増大をもたらし，
発展途上諸国での労働者・農民の搾取を強め，発展途上国への「公害輸出」
となった。先進資本主義諸国は，アングロ・サクソン系の「独り勝ち」の
時期を除けば，1990年代以降長期停滞がつづいてきた。過剰貨幣資本は金
融資産と海外生産にはけ口を求めたために，長期停滞下のバブル循環が繰
り返されるようになった。
他方で海外投資先の中国を含めた東アジアは「奇跡の工業化」に成功し，
「旧社会主義諸国」が崩壊し「市場経済」へ移行し，中国・ロシアを含めた
BRICs諸国が台頭してきた。こうした新興工業地域が過剰蓄積の温床とな
っているが，21世紀になってもアメリカの「双子の赤字」，黒字諸国の資金
のアメリカへの還流，それに支えられたアメリカの「過剰消費」と世界的
な過剰生産体質が持続化した。アメリカは「バブルの綱渡り」政策（低金
利・金融緩和政策）によって破綻を回避し，サブプライム・ローンを始点
とする「債権の証券化」によって再び世界的なバブルが再熱した。金融の
暴走は2007〜2008年に世界的な金融危機となり信用が収縮し，実体経済に
も急ブレーキがかかり世界同時不況に陥った。中央銀行そして国家の救済
社会システムとシステム統合
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によってかろうじて1929年大恐慌のような破綻は回避されているが，戦後
最大の恐慌を経験した（21世紀型恐慌）。こうしたグローバル蓄積がもたら
した経済危機によって，格差と貧困は拡大再生産されているのが世界の現
実である31）。その実態は後に紹介するような古典的貧困の再現である。そ
れと同時に，グローバル蓄積は環境破壊を一層深刻化させた。
（２）不均等発展と汚染　
不均等発展は，第１に，産業資本の地理的集積が遅かれ早かれ運輸や労
働などのコストを増大させ，第２に，原料地帯に商品化した土地と労働力
を生みだし，自己否定する傾向もある。すでにみたように都市の過密化が
さまざまな環境破壊を引き起こしていた。集積がある点にまで至れば，分
散化に向かう傾向も生じてくる32）。しかし世界的にみれば，環境破壊の影
響は不均等発展に反比例する傾向がある。人間と環境の最悪の破壊は，南
の世界と北の「内部植民地」において生じている。環境悪化の犠牲者は，
典型的に地方の貧困層，都市の失業者と過少雇用者，北の抑圧された少数
派の人々と貧困者である。たとえば土壌悪化の影響はアフリカのザールに
おける大衆的貧困と飢餓であり，イスラエルにおける水資源の過度の使用
はパレスチナにおける土壌悪化と塩分化を引き起こした。アメリカにおけ
る汚染は，原住民が生活するウラン鉱山の放射性汚染である。メキシコの
農業労働者の大絶滅は有害な農薬による，など枚挙にいとわない33）。
南北の不均等発展による資源破壊の例は，北東ブラジルでの砂糖の無制
限的な増産による土壌悪化である。不均等発展の第２の影響は森林伐採で
あり，現代のよく知られた例は熱帯雨林と植物群・動物群の急速な破壊で
ある。森林伐採の最も重要な原因は，工業諸国や工業地帯に輸出するため
31）グローバリゼーションによる貧困と格差の拡大については，ジョセフ・スティグリッツ著，
楡井浩一訳『世界に格差をバラ撒いたグローバリズムを正す』（徳間書店，2006年）が包括
的に告発している。
32）James O’Connor,op.cit.,p.190.
33）ibid .,p.191.
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の牧場化と農業化である。不均等発展の第3の影響は，化石燃料の急速な使
用である。帝国主義の植民地支配とエネルギー独占の結合した影響が，石
油消費を急速に高めてしまった。不均等発展の環境への影響は，労働者が
移住してしまい過疎化した地帯にも起こっており，そこでは農地や丘陵が
放置されている。不均等発展と自然悪化との複雑なモデルは，農業や金属
生産に特化した国々や地域にあてはまる。鉱山設備から排出される屑や廃
棄物や煙は農業生産を悪化させ土壌劣化をもたらすし，農業化のための森
林伐採による洪水や旱魃は水などを汚染させる34）。
食糧生産地帯の貧困状態は次のようになる。（１）南の世界における急速
な輸出農業の成長は，生存に必要な農業を限界的で脆い土地に追いやり，
輸出用土地はアグリビジネスが握っている。（２）南と北との交易条件が悪
化しているから，輸入を確保するために増産しなければならない。（３）そ
のために化学肥料や農薬が集中的に使用され，健康な生活が脅かされてい
る。（４）輸出作物の拡張は森林伐採を促し，肥沃な土地を貧者から富者へ
移転させ，土地のない農民や貧農を生態系の脆い限界地域に追いやってい
る。（５）アフリカなどの未開発の国では，資源はますます都市で消費され
ている。（６）都市の労働者階級の社会的秩序を維持するための低食料価格
は，農民を圧迫している。（７）以上のすべてが，寄生虫感染やさまざまな
慢性病などの恐るべき社会変化をもたらしてきた。集中的農業システムは
マラリヤと吸血虫症をもたらしてきた35）。
  このように資本主義の不均等発展は，工業地帯の大量汚染と，原料地
帯の土地・土壌・植物生活の大量悪化と過剰人口を引き起こす傾向がある。
こうした国際的な不均等発展と環境破壊の関係は，まさにマルクスの農工
間分業による労働力と土壌の悪化論の正しさを歴史的に証明している。
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34）ibid., pp.193-195.
35）ibid.,p.195.
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（３）複合発展と汚染　
多国籍企業は，土地なき人民や貧農人民を地方から都市へ，そして南か
ら北へ「移民」させ，政府が労働組合を抑圧し環境規制を無視する国々に
資本と技術を輸出してきた。前者は労働条件を悪化させ，後者は公害の輸
出となる。南の大都市の大気汚染は先進世界の大都市よりはるかにひどい。
エンジン排気ガスが最大の犯人であるが，木や糞や木炭を料理や暖房に使
用することも汚染を強化させる。また，先進的な経営や金融方法や技術が
輸出セクターの伝統的農業生産と結合する場合には，先にみた農業地帯の
ように，環境破壊を伴う複合発展を深める。その良い例は「緑の革命」で
あり，最良品種の採用や均一的な大規模栽培や化学肥料の投入は，作物の
抵抗力を弱め土壌を悪化させる。このように複合発展は，汚染と危険な生
産物の輸出を意味する36）。
＜３＞　資本蓄積の一般法則のグローバルな展開
（１） 資本蓄積の一般的法則（古典的貧困）
マルクスは，資本制的蓄積の敵対的性格をつぎのように要約している。
資本主義制度の内部では，労働の社会的生産力を高めるいっさいの方法は，
個々の労働者の犠牲としておこなわれるのであり，生産を発展させるいっ
さいの手段は，生産者の支配と搾取の手段に転化し，労働者を部分人間へ
と不具化させ，労働者を機械の付属物へとおとしめ，彼の労働苦で労働内
容を破壊し，労働過程の精神的力能を労働者に疎遠なものにするのであり，
生活時間を労働時間に転化させ，彼の妻子を資本のジャガノートの車輪の
もとに投げ入れる。それゆえ資本が蓄積されるのにつれて，労働者の報酬
がどうであろうと―高かろうと低かろうと―労働者の状態は悪化せざるを
えないということになる。最後に，相対的過剰人口または産業予備軍を蓄
積の範囲と活力とに絶えず均衡させる法則は，ヘファイストスの楔がプロ
36）ibid.,p.197.
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メテウスを岩に縛りつけたよりもいっそう固く，労働者を資本に縛りつけ
る。この法則は，資本の蓄積に照応する貧困の蓄積を条件づける。したが
って，一方の極における富の蓄積は，同時に，その対極における，すなわ
ち自分自身の生産物を資本として生産する階級の側における，貧困，労働
苦，奴隷状態，無知，野蛮化，および道徳的堕落の蓄積である37）。前半で
は，見事に労働の疎外が描かれている。この労働疎外は，現代的な管理機
構によって進行し，現代でも貫徹している。そしてマルクスは，富と貧困
の両極的な蓄積が進行すると予言した。（２）においてマルクスの予言した
貧困と奴隷状態，第5項で労働苦と無知，第３項で野蛮化，第4項で道徳的
堕落，の現代的貫徹形態を考察しよう。
（２） 古典的貧困の世界的シュミレート（貫徹）38）
富と貧困の両極的蓄積はグローバル資本蓄積として現実にシュミレート
している。グローバル次元でみれば，飢餓線上をさまよっている貧民層と
一握りの億万長者として，富と貧困の両極的蓄積は現代でも貫徹している。
欧米・日本では，栄養不足の人々は2.5％未満であり，最低限の生活は一応
維持されているが，アフリカ・インド・中南米では，20％以上の国内人口
が栄養不足状態にある。NPO法人・国連WFP協会は，世界の飢餓について
つぎのように報告している。①飢えと栄養不足が，世界第１位の死亡原因
である。②飢えと貧困によって，世界では毎日2.5万人が死亡している。③
世界にはすべての人々が食べるのに十分な食糧があるのに，８億人以上が
つねに空腹状態にある。④飢えに苦しむ人のほとんどが開発途上国に住み，
サハラ砂漠以南では３人に１人が飢えている。⑤飢えに苦しむ人々のうち，
３億人以上が南アジアに住んでいる。⑥貧しい家庭では収入の70％以上が
食費に支出されている。ちなみに，アメリカの平均的家庭は10％である。
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37）マルクス『資本論』第１巻第23章第４節，第４分冊，1108頁。
38）拙著『現代マルクス経済学』第23章第１節の要約である。
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⑦貧しい国々おける食糧不足の最大の原因は旱魃である。 ⑧世界では５秒
に１人の子供が，飢えに関連する病気で死亡している。⑨アフリカの子供
の死亡率は，ヨーロッパの８倍である。⑩世界では毎年600万人の５歳以下
の子供が，栄養不足に関連する病気が原因で死亡している。⑪ビタミンＡ
の不足で，毎年100万人の赤ちゃんが死んでいる。
他方で，米経済誌『フォーブス』は恒例の長者番付を発表しているが，
資産10億ドル以上の億万長者は世界で1011人，そのうち日本人は22人にな
る（2010年度）。億万長者が増えた国は，中国，インド，韓国，台湾，香
港，……トルコ，ロシアである。資産10億ドル以上の人数は，1995年140
人，2003年476人，2006年691人，2009年793人，2010年1011人となり，一
握りの世界の富豪への資産の集中化が進んでいることがわかる。 欧米では
絶対的貧困はないと判断してよいが，アメリカでも日本でも所得や資産の
格差は最近拡大してきた39）。貧富の格差はインドのほうが中国よりはるか
に大きい。
世界には2,700万人の奴隷が存在し，毎年少なくとも60〜80万人もの人々
が国外に人身売買されており，その半数以上は「性的搾取」の被害者にな
っているという40）。現代の女性労働者は賃金で差別されているうえに，「性
的虐待」（セクシュアル・ハラスメント，アカデミック・ハラスメントな
ど）の被害を受けている。さらに現在，派遣労働者層が増加してきたが，
彼や彼女らの受け取る賃金や労働条件は劣悪であり，「賃金奴隷状態」に近
いといえるだろう。さらに家庭内では，児童虐待がアメリカや日本におい
て深刻な社会問題になってきた。
（３）環境危機と経済危機の悪循環
グリーン資本主義は可能か？資本家的グリーン派は，生物多様性，水質，
39）『季刊　経済理論』第45巻第１号の佐々木隆雄論文と宇仁宏幸論文，参照。
40）ケビン・ベイルズ著，大和田英子訳『グローバル経済と現代奴隷制』凱風社，2002年。
181
野生生活の保護，大気状態などと一致するよう企業が行動することを求め
ている。その目的は，自然の維持可能性と矛盾しないように資本を再形成
することであるが，その本音は「自然の維持可能性」と「利潤の維持可能
性」を両立させ，畜産や養殖におけるように生物生命のサイクルを経済サ
イクルに従属させることにある。しかし，「自然維持可能性」と「利潤維持
の可能性」の両立を主張することは矛盾している。すなわち，環境危機の
解決と経済危機の解決とは矛盾しており，両危機は悪循環する。環境危機
を解決するためには環境破壊的な生産や消費支出（ムダ）を減少させなけ
ればならないが，それはいかにムダであっても有効需要の減少となるから，
直接・間接に投資を抑制し経済危機を強めてしまう。経済危機を解決しよ
うとして企業の投資を刺激させて，「許容成長率」以上に成長を高めれば，
環境破壊を促進してしまう。そして貧困であるがゆえに環境の悪化した地
域に生活しなければならないから，貧困と環境破壊の被害が貧困層や限界
地に集積する。先進国で環境規制が強まれば，海外生産に拍車がかかるか
ら，公害が輸出されるし，国内の経済危機（失業）は深まってしまう。
環境危機と経済危機とを同時に解決するためには，グリーン事業を育成
するしかない。代替エネルギー，有害廃棄物処理の技術，大量輸送の促進
と居住地衛生の安全性の確保，国家・地方・コミュニティ次元での執行過
程のイノベーション，科学技術や技術開発の優先度の再定義，などに向け
ての国家の補助政策が必要となってくる。しかしながら，グリーン予算は
少ないし，グリーン経済学者や活動家たちの論文以外ではどこにおいても
発展していないし，国民所得計算方法の適切な変更も行われていない。現
実には，企業の重役室で語られていることは，消費者や公共に対していか
にグリーンなイメージを与えるか，コストを下げるための省エネやリサイ
クルである。リサイクルの実行は，計画的な陳腐化の新しい波を利用し，
消費主義を合法化し収益性を維持することを目的としている41）。
社会システムとシステム統合
41）James O’Connor,op.cit.,pp.236−237.
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第３項　資本主義社会と市民社会の対立
さきに指摘したように，表１の縦の糸としての生産関係視点（自然・労
働過程・労働関係・生産関係）の各領域間にも当然統一関係と対立関係が
ある。市民社会と資本主義社会の対立と統一は，社会の領域での労働関係
と生産関係の対立と統一として位置づけられる。戦後の日本社会でいえば，
資本主義社会としての政・官・財の複合体制と日本国憲法が理念とする市
民社会の諸原理との対立と統一と理解してもよい。一般的にいえば，資本
主義社会とは資本のイニシャティブによって包摂され編成された市民社会
であった。資本主義経済は，生産者と生産手段が強制的に分離させられ（本
源的蓄積），労働力と土地という自然までが商品化されている経済である。
しかし，もともと労働力は生身の人間の働く能力であり，自然は万人が平
等に享受すべきコモンズ（公共財産）にほかならなかった。市民社会と資
本主義社会はともに封建的身分関係から解放されているという点では共通
するが，第１節第３項で指摘したように，「自由・平等・連帯」を理想とす
る市民社会（市民革命）と資本主義社会とは本質的に相いれない原理から
成り立っている。
＜１＞　物象化された世界と物象化できない世界
表１の本源的生産の領域は商品・貨幣経済であり物象化された世界であ
るのにたいして，人間の生産・再生産（生活）と社会の創造の領域は，本
来的には家庭・地域・社会生活として物象化（商品・貨幣化）できない世
界である。本源的生産の領域では，人々の経済関係（生産・分配・消費関
係）は直接に透明な協力関係としては結びつけられず，商品や貨幣や資本
という物と物との関係によって事後的に結びつけられる（経済関係が実現
する）にすぎない。いわば人格関係が物象化し，物象化によって人格は見
えなくなっている（人格の物象化）。物象化した世界の中では，人々には，
金という労働生産物は地中から掘り出され精錬された時から貨幣として他
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の商品を支配（購買）する魔力を持っているかのように見えてくる。しか
し，商品世界の一般的投下物として金が選びだされたがゆえに金は貨幣に
なったのであるが，このような背景（価値形態の必然性）を見ようとせず，
金があたかも生れながらに貨幣であるかのような虚偽意識に囚われ，金を
崇拝する意識が人々を支配するようになる。商品の場合も，社会的分業が
私的所有のもとで実現するために労働生産物が商品化するのに，こうした
社会関係を認識しないままに人々は，商品は生まれながらにして他の商品
と交換できるという謎めいた価値対象性を持っているかのように意識す
る。こうした現象をマルクスは商品や貨幣の物神的性格と呼んだ。
貨幣が価値増殖過程に投下され資本となれば，この物神的性格は一層進
展する。協業による「結合生産力」が「資本の生産性」となり，労働力の
価値たる賃金が労働の価格と意識され，利潤は資本の回転から生み出され
るようにみえてきて，労働者が生産し搾取された剰余価値は投下資本全体
の成果のように意識され（剰余価値の利潤への転化），利潤が平均利潤化す
ることによって資本は追加的使用価値を獲得し，利子生み資本概念が登場
する。資本が土地という自然条件を包摂することによって，近代的地代が
経済法則（生産価格法則）にもとづいて土地所有者に帰属することになる。
そして土地が商品化されていく。資本の物神化作用の到達点は，労働力―
賃金，生産手段―利潤（最終的には監督賃金と利子），土地―地代，という
「三位一体」範式による所得説明である。この世界では，価値の生産と分配
が混同され，結果としての所得の帰属が粗雑にも生産要素と結びつけられ
てしまう。さらに，土地や生産手段という素材（使用価値）と所得として
の価値とが乱暴に関連づけらており，使用価値と価値とがやはり混同され
ている世界にほかならない42）。
しかし，労働者は生身の人間であるから，本来的に人間的な労働である
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42）商品・貨幣・資本の物象化・物神性・物神崇拝の解説については，拙著『現代マルクス経
済学』（桜井書店，2008年），の第17章を参照されたい。
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べきだと当然自己主張する。自己主張しないような労働者はロボットや奴
隷と同じような存在にすぎなくなってしまう。いいかえれば，物象化なり
市場化できない世界が本来的にあり，経済の世界は物象化された世界であ
るが，家庭や社会は本来的には物象化なり市場化できない世界であった。
労働現場において労働者は衛生条件や安全性をめぐって日々闘っている
し，本来的な労働の主体性や創造性や自己開発性を追求するし，労働の仕
事化・芸術化や自由時間の増大とその有効な社会的な活用のために闘って
いる。家庭生活においも，親子のスキンシップな温もりとか，兄弟の繋が
りとか，夫婦の営みなどは金銭によって処理することは不可能である。家
庭での生活労働（家事・育児・介護など）は，女性が社会に進出してくる
ようになり，誰たちがどのように担うべきは深刻な社会問題になっている。
そのためには，正しい協力しあう「家庭内分業」，コミュニティーとの連
携，そして生活労働の社会化（社会が育児・教育・介護に最終的な責任を
負うような社会制度の確立）が今後ますます求められていくだろう。社会
問題も貨幣では解決できない。金権政治が一方ではあるが，市民なり国民
は一票を行使することによって大統領なり首相を辞職に追い込むこともで
きる。金権政治が一方的に貫徹するのではなく，抵抗や反対の運動によっ
てチェックされてきた（カウンター・ベーリング・パワー）。
しかしながら市場主義は現実には，教育や生活の部面をも商品化させ物
象化してきたことを指摘しておかなければならない。すなわち，教育とか
介護とか医療という共同消費的な分野を少なからず貨幣で処理しようとす
る傾向がでてきた。大学における高等教育の現場にも市場主義が浸透して
いる。大学間でおおいに競争させて，学校法人自身で経営が成り立つよう
にしなさいというのが最近の文部科学省の教育政策である。直接に公教育
を担う国公立の大学は独立行政法人化させられた。その予算は基本的には
国の予算であることには変わりがないが，おおいに競争して採算が合うよ
うな研究・教育をしなさいということで，優れた研究や教育をした大学に
は重点的に予算を配分するようになってきた。その際，優れた研究・教育
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を判断する基準は，どれだけ企業や産業に役立つかという市場経済的な原
理である。このように教育現場において市場主義が浸透していることに注
意しなければならない。しかし，教育や介護や医療という人間の生活を守
り人間の成長をサポートしていくという本来的業務は，金銭によっては解
決できない。貨幣には還元できない問題であるから，商品化に対抗する運
動が必然的に起こってくる。商品化の作用とそれに対抗するいわば脱商品
化の作用が綱引きをしているのが，現実の生活であり運動であり改革であ
る。
ポラニーは，商品経済なり市場経済は本来商品化できない労働力と土地
を商品化している無理がある，と批判した43）。かりに経済がうまくいって
いるとしても，人間や社会との対立関係を作ってしまう。自然との関係で
いえば，資本主義経済は消費する財やサービスを飛躍的に増大させ，物質
的には豊かになったが，その反面においてすでに考察したように自然を破
壊してきたし，次の世代が使うべき資源を浪費している。人間や社会との
関係でいえば，貨幣に換算できるGDPやGNPは急成長したが，福祉とか進
歩とか幸福というものを犠牲にしてきた。こうしたことが資本主義の成立
以来続けられてきたといっていいであろう。こうした経済と自然・人間・
社会との対立をなくすような社会システムというものを本来は考えていか
なければならない44）。
＜２＞ 市民の二重人格性
いまの社会は市民社会が資本制的に編成されている資本主義社会であ
る。搾取社会とての資本制社会と平等社会としての市民社会の中で生活し
てるわけですから，人間も社会も国家も二重人格的な存在にならざるを得
ない。日本国憲法においても，一方では，労働権・生存権・教育権・思想
社会システムとシステム統合
43）カール・ポラニー著，吉沢・野口・長尾・杉村訳『大転換』東洋経済新報社，1975年
44）筆者自身の構想については，拙著『社会科学入門』の第３部を参照されたい。
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信条の自由などの市民権を保証しているが，他方では私有財産を認め自由
に営利活動をすることを保証しているように，市民社会の原理と資本主義
社会の原理とが混在している。
まず市民の二重人格性について考えてみよう。工場や企業の内部では，
雇用する立場の人（employer）と雇用される立場の人（employee）に分裂
しており，賃上げや労働時間や労働条件をめぐって日々交渉されている。
あるいは，売れるものなら粗悪品でも作れ，いやそれでは消費者に粗悪品
や公害を生みだしてしまうからもっと良心的な生産をしたいという生産者
としてのプライドなどが，生々しく対立しあっている。このような対立を
内包しながら，賃金労働者は一定の労働契約のもとで働き，賃金を受け取
る。しかし，賃金労働者も資本家も家庭に帰れば，隣同士の付き合いをし，
日本国憲法が保障しているさまざまな権利や義務のもとでコミュニティー
生活を一緒にしていく。アメリカ社会などでは，富裕層と貧困層が住居を
別々にする傾向があるが，それでもアメリカ大陸全体では合衆国憲法のも
とで同じ生活をしなければならないことに変わりはない。朝会社に通勤す
る時には，バスや電車を待つ順序どおりに乗車していくという，市民とし
ての平等な権利が守られているわけです。このように，工場や企業を離れ
ると平等な市民となる。しかしその市民は，圧倒的多数の賃金労働者と，
少数ではあるが権力や決定権を持ち資本の価値増殖機能を担っている経営
陣なり経営者とに分裂している。同じ家庭生活ではあっても，所得の高い
経営陣の消費の様式と，所得が低い賃金労働者の消費の様式とは異なって
くる。階級的身分関係の違いによって生活の中身が違うが，憲法で保証さ
れている市民としては「健康にして文化的な最低限の生活」をする権利を
持っている平等な関係です。これは個人レベルの精神分裂症といったもの
ではなく，階級社会であるとともに市民社会でもなければならないという
社会の矛盾が市民に強制している人格の二重性といってもいい。
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＜３＞ 社会原則と国家の統合機能の低下
（１）社会原則　
人々は社会を作り，それを運営し，またそれによって規制されながら生
活している。そこに自然発生的にルールとか原則という慣習が生まれ，そ
れに反するような場合には罰則を与えてきた。また，さまざまな社会制度
や社会組織が作られてきた。そして，共同の社会生活を営むために必要な
普遍的な社会原則が存在してきた。
人間は集団で生活しており，一つの社会を形成している。原始共産制社
会のような地縁や血縁によって結びつけられた共同体的な社会からはじま
り，やがてサープラスが形成され，そのサープラスで生活できる人々が形
成され，家族や私有財産や国家が形成される階級社会に移行した。同時に，
一つの風土の中で共同の生活をするわけですから，そこに民族が形成され，
民族同士の争いも起ってきた。他民族を征服し，そこから富や財産や人間
そのものを奪ってきた。しかし階級社会といえども一つの社会でもある。
奴隷制社会そして封建制社会そして現代の資本制社会と社会システムは大
きく変わってきましたが，その根底において変わらない普遍的なものがあ
る。この普遍的な原則のことを社会原則と呼んでおこう。　　　
昔は，水や空気や緑は万人がともに平等に享受（消費）してきた。とこ
ろが現代では，水には水道料金を払わなければならない。資本主義経済が
水や空気や緑を汚染してきたので，それを浄化するコストを公共機関に払
わなければならない。ともかくこのように，みんなが共同に消費するもの
がある。病気になったら病院に行くように，医療機関も共同で使用してい
る。もちろん資本主義社会においては，料金を払わなければ治療を受ける
ことができないようなシステムになっているから，さまざまな社会保障が
必要となる。あるいは公園のような社会資本とか公共財をさまざまな公的
な機関が管理し，共同で使用する。またわれわれは自然を舞台としてその
中で生活するのだから，自然災害にあった場合の復興とかその予防対策を
しなければならない。このように，貧乏人であろう富豪であろうと，奴隷
社会システムとシステム統合
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であろうとも奴隷所有者であろうとも，みんなが共同して対処しなければ
ならない仕事があり，またそれは個々人に任せることはできないので，国
家などの公共的な防災機関も必要となる。あるいは，働く能力はまだない
子供を育てるという育児や教育が必要となる。働く能力は衰退した高齢者
を次の世代の人たちが養っていくことも必要となる。こうした，次世代の
労働力を養成し，次世代の人が前世代の人たちを養っていくということは，
どのような社会であれ続けていかなければならない。
このような共同的な社会原則を実現しない社会は滅んでいかざるをえな
い。このような社会原則を満たしていかなければないから国家が必要とな
る。いいかえれば国家の共同管理業務のようなものが必要となる。もちろ
ん国家には，その時々の支配階級の利害を守るという「階級国家」として
の性格をも持っていた。国家レベルまでいかなくとも，人々はコミュニテ
ィの中で生活している。社会環境の破壊のところで指摘したように，この
コミュニティが現代では崩壊してきているのではないかと警告されてい
る。この社会原則を実行するためにさまざまな自治体（地方政府）や中央
政府のような国家機関が必要となる。資本主義社会では市民社会の共同的
委員会として国家が生まれてきたと，エンゲルスは規定した。
（２）国家の統合機能の低下
マルクスはその経済学批判の中で，「国家によるブルジョア社会の総括」
というプランを提示している。「総括」という内容を「社会の統合」の面か
ら考察してみよう。すでに指摘したように，国家は二重の性格を持ってい
た。国家は一面では共同管理業務的なことをせざるをえない。それと同時
に，今日の日本社会を支配しているのは経済力であり，貨幣を持っている
人の発言力が強い。こうした貨幣の世界が今日世界的な金融危機に陥って
いるが，景気はそれなりに回復していくだろう。しかし，今のような世界
経済の構造の中でいままでどおりのグローバルな資本蓄積が「暴走」する
以上，また同じバブルが繰り返されることが予想される。こうした経済力
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なり資本力に政治や国家が取り込まれているといってもよい。現代の日本
についていえば，財界と官界と政界が結びつき癒着していることであり，
いわゆる政・官・財の複合体制が支配していることには疑問の余地はない。
このように国家は，その時代や社会の支配的な階級の利害を擁護するとい
う基本的な性格を持ってきた。
このように国家は，階級的性格と共同管理的性格の二重の性格を持って
いる。さらに対外関係を入れてくれば，独立国家としての外交権，あるい
は国土と財産や人命の安全を保証するための軍事力，あるいは軍事同盟，
集団的な安全保障や集団的自衛権の行使といった権力を持っている。
経済的にみれば，現代の国家は国家独占資本主義としての国家である。
20世紀前半に独占資本主義は二度にわたる世界戦争（帝国主義戦争）と
1929年世界大恐慌に陥り，体制的な危機を経験した。戦後に成立した国家
独占資本主義は，「独り立ちできなくなった資本主義」を国家の政策的支援
によって新たに「組織化」しようとする体制にほかならない。資本循環の
各局面に政策的に介入するばかりか，教育政策などによって社会をイデオ
ロギー的に統合化しようとしてきた。しかしこれまでに考察してきたよう
に，自然を合理的・科学的に制御することに失敗したばかりか，経済（企
業社会）と家庭・コミュニティ・社会生活との緊張を激化させている。こ
の現実は，国家が社会を統合（総括）する力が弱体化してきたことを意味
しており，「社会統合の危機」とでも呼ぶべき深刻な状態である。表２に示
したようなシステム統合の問題（自然破壊，人間破壊，環境破壊，長期停
滞とバブル循環，人間疎外，金融寡頭制と市民社会の対立，労働疎外と貧
困，教育危機，規律・道徳・文化の危機など）は，現代の社会システム全
体の中に正しく位置づけなければ，その全体像とその克服の方向性を正し
くとらえることはできないであろう。
（３）国家の野蛮性
霊長類の中で最高の知力と文明を発達させてきた人類は，戦争という武
社会システムとシステム統合
190
力を発動して他民族を殺害し隷属化させてきた。古代における被征服民族
の奴隷化，戦国時代の日本での侵略地域民の強制労働化と奴隷化などがあ
り，資本主義社会になると大規模な戦争によって植民地や領土を拡大して
きた。20世紀には，二度にわたる世界戦争，朝鮮戦争，ベトナム戦争，ア
フガニスタン・湾岸戦争，などの代理的・地域的戦争が繰り返されてきた。
現在は，宗教的・部族的・民族的な対立による戦争が多発しており，また
そのために，多数の難民生活が強制されている。国権の発動としての武力
行使によって，人民大衆が殺しあうことを命令されているのである。国家
そのものが野蛮化する状態におかれている。国家そのものは「民主化」さ
れてきたことは歴史の前進であり，今後も「国家の社会統合」機能を復元
するためにも民主化されていかなければならないが，国家そのものの階級
的・暴力的性格は変化していないことを同時に認識しておかなければなら
ない。　　　　　　　　
第４項　精神危機
マルクスが資本蓄積の一般法則として洞察した貧困・労働苦・奴隷状態・
無知・野蛮化・道徳的堕落はグローバルに貫徹している。それらが複合的
に作用している結果，その集中的皺寄せが貧困層と若い世代である。教育
の危機であり，凶悪犯罪の多発である。こうした現象は，豊かになった先
進諸国で激しい精神的貧困化が進行していることを証明しているといえる。
＜１＞ 道徳的堕落　
人身売買などは，昔からの人間としての規範から逸脱した道徳的堕落に
ほかならない。そもそも，資本制商品経済は労働力の商品化を基礎として
成立しているが，生身の人間の労働能力を商品として売買すること自体は，
人間そのものの売買（人身売買）からは解放されているが，労働者を商品
として扱っていることにほかならない。資本制商品経済そのものが，階級
による搾取の廃絶と人間解放の観点からすれば，道徳的に堕落した経済シ
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ステムなのである。そのもとでの商品，貨幣，資本による物象化と物神性，
その虚偽意識に囚われた人間（社会人）そのものが，道徳的束縛から解き
放たれていないことを意味する。マルクスが喝破したこうした道徳的堕落
は，資本の専制支配を打倒しないかぎり，克服できないといわざるをえな
い。
＜２＞ 教育危機45）
今日の日本社会は「失われた20年」とかいわれるように，閉塞感と目標
喪失に陥っている。目標喪失の教育面でのあらわれが教育危機である。文
部省や文科省が進めてきた成長・企業・輸出主義に役立つ人材の養成とい
う文教政策が行き詰まっているのに，国民や国家の進むべき新しい目標が
つかめないままでいる。虐めや学童自殺，登校拒否，学級崩壊などに象徴
される教育の荒廃症候群は，日本社会全体の目標喪失と閉塞感，政・官・
財が一体となった腐敗と堕落（劣化）の子供たちへの反映にほかならない。
教育の荒廃症候群をもたらした一担の責任は，文教政策にあることを否定
することはできない。それなのに文部官僚も官僚一般と同じく，自からは
責任を取ろうとはしない（無責任体制）。そればかりではなく，教育の荒廃
や少年犯罪の増加や凶悪化の解決方向として，教育基本法の見直し，戦前
の教育勅語の復活や道徳教育の強化や能力主義・愛国心の高揚・エリート
主義の復活（飛び級制度の導入）などが試みられている。センター入試を
実施し，偏差値教育による受験戦争に子供たちを押し込んだのは文部省に
ほかならない。大学を頂点とした教育機関を偏差値によって輪切りした進
路指導によって，教育機関の内容ではなく受験の難易度で大学を評価する
転倒した評価がまかり通る。大学側もまた，文科省の進める「教育の市場
経済化」路線を安易に受け入れて，大学間競争に勝って生き残ろうとする
社会システムとシステム統合
45）拙著『戦後の日本資本主義』（桜井書店，2001年）の第８章第５節第１項に加筆・修正した
ものである。
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ことに「改革」と称して邁進する。
受験競争に勝った生徒も負けた生徒も大学に入学する時には疲れ果て
て，受験勉強時代に失っていた遊びやレジャー等に時間を回す。また長期
停滞のもとでも教育負担費は一層増大したから，学生は少しでも親の教育
費負担を軽減しようとしてアルバイトに時間を割かなければならない。経
済的理由以外のアルバイトで稼いだ収入は，サークル活動やレジャーに支
出する。まともに勉学に時間を回す余裕が学生には乏しくなっているのが
実態である。最近の世界的な経済危機を反映して再び「就職氷河期」を迎
えたから，教室に出てくる学生は増えたようであるが，労働力養成機関と
しての大学は入学期から「就職教育」（キャリア教育）をしはじめる。これ
では研究・教育の場としての高等教育機関の使命が果たせるのだろうか。
しかも受験教育費（予備校や塾）が高まるから，親の経済力格差によって
学歴の格差が生まれる傾向がある。近年「一流大学」への入学者は，高所
得者層の子弟が多くなってきている。
教育は昔から「国家百年の計」であり，日本資本主義の「成功」の一つ
の要因として「教育水準の高さ」があった。経済のグローバル化の進展と
ともに，そこに参加し人類的危機を解決できるような人材の養成が必要と
なってくるだろう。資本に貢献する人材から市民社会に貢献する人材，国
家に貢献する人材から世界に貢献する人材の養成への転換が必要である。
何よりも大切なことは，成長過程にある若者たちの自立した個としての人
間に成長していく過程をサポートするという，教育の原点に復帰すること
である。
第５項　主体性の危機— 人間疎外
本稿の冒頭で述べたように，現代人は主体性を奪われている。最後に，
主体性の危機として総括しておこう。
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＜１＞ 　労働苦（労働疎外）
マルクスやエンゲルスの本来の労働観は，創造的・主体的活動が労働で
あり，個々人のもつ潜在的能力を開発し成長させるというものだった。と
ころが，資本制生産は剰余価値の搾取を目的としているので，マルクスが
洞察したように，労働は疎外されている。現代では，生産がオートメーシ
ョン化され，機械がコンピューターによって自動制御されることによって，
労働者の部分人間化，機械への従属化は一段と進展したといえる。現代で
も労働は生き生きとした労働ではなく，生活するためにやむをえず働かざ
るをえない強制された労働（苦痛）であり，それゆえに労働の創造性や芸
術性や解放感が破壊されている。また，労働者の主体性（精神的力能）は，
生産物が労働者の所有にはならないで資本の所有物に転化してしまってい
るばかりか，剰余価値が資本に転化することによって（資本蓄積），自らの
生産物が自分を支配し搾取する主体として敵対してくる。こうした労働者
の主体性喪失は，もっとも本質的な労働苦であり貧困の内容でもある。現
代日本の労働者は，一方で激しいリストラ（自発的退職）の嵐にさらされ
ながら，労働時間の延長やサービス残業を強制されてきた46）。その帰結は，
生活時間の労働時間への転化であり，家族（妻子）は，労働者の労働時間
に合わせた生活スタイルと生活時間の配分が強制されることになる。マル
クスの労働疎外の要約は，見事に現代の先進資本主義国においても生きつ
づけている。この労働疎外は，さまざまなレベルでの労働者分断化攻勢（独
占的労働市場と非独占的労働市場，企業内部の正規社員と非正規社員，管
理者と被管理者）や現代的な企業内官僚制としての管理機構によって進行
している。資本の専制に委ねておくかぎり，「働き甲斐」を喪失し，精神的
ストレスと病気に悩まされ，過労死と過労自殺に追い込まれていかざるを
えない。
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46）森岡孝二『強欲資本主義の時代とその終焉』桜井書店，2010年，参照。
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＜２＞　無知（情報の操作）
グローバルにみれば，マルクスの洞察した無知状態に多くの人々がおか
れている。文盲率は教育の普及状態を反映しているが， 世界最大の人口を
抱える中国の文盲率は18.5％と依然として高く，文盲人口は２億2800万人
にもなる。第２位の人口国インドにおいては48％と，国民の半数近くが文
盲状態である（４億4900万人）。インドには３億人近くの栄養不足人口が
いることとあわせてみれば，急速な工業化とハイテク産業化によってエリ
ートや大富豪が出現している反面，こうした貧困と無知状態におかれてい
る多くの人々が存在することに目を向けなければならない。文盲率の高い
77カ国の合計文盲人口は，12億5400万人にもなる。
先進資本主義国の文盲率そのものは極端に低いが，だからといって情報
が公開されて，国民が正しい情報を得ているとは必ずしもいえない。情報
通信技術（IT）は，一方では情報の交換を飛躍的に増大させたが，他方で
は，情報は国家機関やマス・メディアに独占されている場合が多くある。
あるいは大衆は，情報の氾濫の真っただ中で生活しているともいえる。ど
の情報が正確なものかを判断するだけの能力と見識が必要とされるが，学
歴の違いや受ける情報教育の高低によって情報へのアクセスと発信能力の
格差を生みだしている。権力機関やマス・メディアは意図的に世論を操作
し，正しい事実は隠蔽され報道されないことが世界中でおこっている。情
報化社会におけるこうした正しい情報からの隔離現象は，まさに国民大衆
が無知状態におかれていることを意味する。こうした状態はファシズム化
への危険性を孕んでもいる。情報化社会はそれが正しく利用されれば世界
の解放に貢献できるが，誤って権力者が操作する危険性もあることに注意
しなければならない。
＜３＞　主体性喪失の危機（identity crisis）47）
さきに考察した教育の危機は，家庭と社会の「崩壊」（人間破壊と社会環
境の破壊）による人間の精神危機の一環である。根源は大人の世界にある
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のであって，そこをしっかりと認識しておかなければ解決の方向性を誤る
恐れがある。現代の精神危機は，現代の資本主義がもたらした労働と生活
の疎外の発現であり，資本の物神性の深化にほかならない。国際的な投機
活動とその崩壊もこの物神性の極致の世界である。
日本社会の無責任体制は伝統的な集団主義（同調社会）に根源があるが，
同時に戦後アメリカから輸入されたアメリカ型個人主義イデオロギーもこ
の無責任体制に拍車をかけた。日本社会はこの両面を使い分けてきたとい
えるが，今日ではその折衷性とあいまいさが無責任体制を悪化させている。
本場のアメリカは伝統的社会のないままに資本主義社会がヨーロッパから
「移入」されたから，個人主義は「人間の進歩の最後の段階」であり，「生
活信条」であり，「社会連帯の根源」となっている。経済生活においては，
レッセ・フェールと賃金制度と生産と消費の商品化によって個々人の社会
的存在が見えにくくなっている。政治生活においては個人がアトム化され，
すべての責任を個人に還元してしまう「犠牲者への非難」と「スケープ・
ゴート主義」が横行する。社会生活においては，社会活動からプライバシ
ーの世界への逃避がおこる。哲学的には，知識の源泉は個々人の精神と感
性の中にあるとする理神論が開花する。こうして個人主義はアメリカ資本
主義の強固なイデオロギーとなった。
もともと個性（individuality）概念は近代的私的所有とともに生まれた
が，資本制所有に転化することによって個性概念が物神化され，個人の意
思とは無関係に競争と価値法則の支配に晒されるようになった。伝統的社
会のないアメリカではこの個人主義が，大企業や国家と深く結びつくよう
になった。資本主義の確立と独占化は，個々人の自立と自己規律を依存性
や受動性に変質させ，自己啓発は標準化と絶望と無能者化に変質してしま
った。個々人の意識は分断され，個々人は一つの役割に特定化され，相互
に隔離された。
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47）同上書の第８章第５節第２項に加筆・修正・削除したものである。
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教育の荒廃は，こうした現代資本主義が進めた個人主義の変質（労働と
生活の疎外）と深く結びついている。社会学で研究されているidentity crisis
の教育現場での発現なのである。この状況下では，人間の一部の才能だけ
が異常に発達し，他の才能が衰退する。そのために自己自身の存在意義を
確認することができず，したがって他者を認識することもできなくなる。
identity crisis 症候群から解放されるためには，社会的個人を獲得していく
という人間の主体的活動が必要になってくる。そのためには，人間の才能
と活動（自然的人間，人文的人間，社会的人間）をバランスよく全面的に
発達させなければならない。いいかえれば，理性と感性，自然と社会を主
体的に形成し変革する人間の主体的実践過程とその存在原理を総体的に把
握する必要がある。そのためには，自然・人間・経済・社会・思想を人間
を中心として総体的に把握しようとしたマルクスやエンゲルスの唯物史観
（弁証法的唯物論）の枠組みを生かし，本稿で提示したような社会システム
の全体像を解明することが必要になってくるであろう。
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Social System and Crises of Social Integration
Seiichi NAGASHIMA
《Abstract》
Modern men and women have lost their identities and have rushed into or 
are pushed into the hard shell of individualist ideology. In the workplace, 
workers are under the command and control of a top-down system enforced 
by an inhuman industrial bureaucracy, and are robbed of their identities. 
Whether the individual is freely and fully developed is judged by social 
status or by the person’s role in a business firm. People are stimulated to 
mass consumption by the planned advertising of monopoly capital and 
reveal their social status by the purchase of affluent consumer durables. 
Politically, they are required to pay taxes to the state and are only able to 
enter into the political world as voters (indirect democracy rather than 
direct democracy).
The crises of modernity are occurring in all fields of the social system 
which human beings have produced and by which they are regulated. 
Environmental destruction threatens the life of human beings themselves 
as well as plants and animals. The wasteful use of resources threatens to 
destroy the next generation’s capacity to grow. The capacity of the state to 
integrate society is being weakened. Discipline and morals have also 
weakened. Heinous crimes, terrorism and wars have occurred all over the 
world. This article aims to analyze the roots of these crises of the social 
system.
